

































































































































































































































































































































































































会社が環境保護団体に対して起こした名誉毀損等を理由とする損害賠償訴訟の事案であるが、後述のノア・ペニントン理論の下で、環境団体のなしたコミュニケーションに絶対的特権が認められると判示した。同判決は、 「もし我々が本件訴訟 継続を認めた場合に、表現の自由や請願権行使にその決定 もた す萎縮的効果を考えたときぞっとする。我々の諸自由（

























































































































































































































































































































































て、長年にわたり、鉄道会社とトラック業界は犬猿の仲であったが、ペンシルベニア州のトラック運送業者及びその事業者団体が、鉄道経営者団体の活動が反トラスト法違反 ると主張して訴えを提起した。その理由は、被告鉄道会社らが、長距離の貨物運送業の独占を共謀し、様々な活動を通して一般公衆の間に運送業者に対して嫌悪する雰囲気を醸しだし、ネガティブな広報活動を うなどにより、ペンシルベニア州知事に、より重い積荷を運ぶことをトラック業者に許容する法案を拒否させるなどしたというものである。これに対して、被告鉄道会社らは、トラックの重量制限、重量のあるトラックの税率に関連して州法の制定に影響を与えること、及び、過積載のトラックや他の交通違反を処罰する州法のより厳格な適用を企図 たこ を認めたが、そのキャンペー が 競争相手として運送業を壊滅させ、あるいは 運送業者と顧客間の関係に干渉するという要望により動機づけられたものであることを否定した。むしろ そのキャンペーンは、複数の州の公民や立 府 、重量のある、特に 過積載のトラック運送により道路にもたら れた莫大な損害 大型トラックのスピードや重量を制限する法律の、繰り返 の 故
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二七









































concerted action ）を禁止する意図を有していない」 。 「さ














































































































器として人民が使用するという状況に関するものである。典型的な事 は、競争相手のライセンスの不許可を実現するこ を期待するのではなく、単に 経費を負担させ、遅延させる とを目的とした、競争相手のライセンス申
岡　法（65―３・４） 724
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るもので、私的な団体の政治的動機が利己的であるということ は無関係だという である。そ て、 「不実の例外」を、 「プロセス」から導かれる「結果」と対立するも として、その政治的「プロセス」を、私人が武器として利用する場面に明確に限定した（ 「プロセス
ｖ結果」テスト） 。したがって、ターゲットの活動が全く有利な政治的









府への請願活動が、競争相手に向けられたものか、それとも、望ましい結果を生み出す意図で政府に向けられたものかという、 「政府指向／原告指向」と言い換えるこ ができるかも れない。鍵となるものは、主観的な、目的に焦点をあてた基準ではなく 客観的な結果に焦点をあてたか否かである。当事者の「意図」 、 「善意」 、 「悪意」 、 「目的」 、 「動機」 不実」などの主観的要素を問題とせず、単純かつ客観的な基準として、ターゲットの請願活動が自己に有利な政治上の「活動（
action ） 」 、 「結論（
result ） 」 、 「成果（



































































































































































































































































































































































































































































もので、計画された開発 する批判を黙 せるため、その批判を主導する者に対して提起される のである。過
岡　法（65―３・４） 732
三八













































































































































































































































































































































































































































































































































































（二）項で定義したように、公的参加 いし請願に関する活動 理由とするすべて 訴えを却下 特別の申立（m













iss ） 」は、 「当事者は、その訴えの申立後四五日以内に、公的利益の争点を提唱
































































































































































































































が、①表現の自由の権利、②請願権、③集会の自由の権利行使と関連して、あるいは、応答したことを根 と たものであ ことを証明しなければならない。もし ターゲットがこの義務を満たさなければ、裁判所は、その申立
反 SLAPP 法と表現の自由741
四七

























































































































































































































































































































































































































































































、 「公的参加及び請願に関する活動」とは、 「 （ｄ） 公的関心の争点に関連して、公
















するとは、 「 （ⅱ） 公的利益の争点と関連す 、公衆にオープンな場所、あるいは、パブリック・フォーラム」でなされた記述の、又は 口頭の叙述、そして、 「 （Ｂ） 公的利益の争点と関連して、政府に請願し 多くの公衆に意見を伝達することに関する、表現行為、他 表現」を含み、 「 『 的利益（
public 
interest ）の争点』とは、健康、あるい



















































































































し表現の自由を促進する上でのそ 人物のあらゆる行動から発生した人物に対する訴訟原因につき、 「もし、 その訴訟において原告が勝訴する蓋然性が存在することを原告が証明したと裁判所が決定できなければ、特別の訴え却下申立（
m














別申立を行う申立当事者は、その訴えが公的参加ないし請願に関係する行動を理由とするものであることを証拠優越性により、第一次的立証義務を負う。もし、申立当事者がこの義務を満たせば、その義務は、明確で納得させる程度の証拠により、その主張で勝訴する蓋然性を証明するように応答当事者に転換される。もし、応答当事者がこの義務を満たせば、裁判所 、この申立 否定してよい」と規定してい 。　
それでは、 「勝訴の蓋然性」とは、いかなる概念なのか。
W





























































































































































































































































































































































































































































































































































の主張の処理に適用される に対し、特別の申立は、ターゲットの請願活動を理由とするプレトライ ルの主張処理に限定される。②州立法府は、連邦民事訴訟規則第一二条の規定を超えて、付加的 保護を付与するため、特別の申立を創造したのであり、特別 申立を 連邦規則と置き換える意図も、規則の機能 排除する意図もなかった。③連邦民事訴訟規則第一二条と は、両者とも、トライアルの前 請求実体のない主張を効果的に処理するメカニズムであるが、特別の申立は、特に、ターゲットの請願活動がメイン州が保護 だと考える種類の活動か否かをテストするメカニズムを付与するものである に対し 民事訴訟規則第一二条は トライアル前に事件の有効性 。そして、特別 申立は、提訴者に、ターゲットの行為に関する提訴者の主張が法律上、事実上 合理的な理由を有していること そして、タ ゲットの行為が
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六三
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察 （一）～（完） 」創価法学四二巻三号一頁（二〇一三年） 、四三巻一号二五頁（二〇一三年） 、四三巻二号一六七頁（二〇一三年） 、四三巻三号三五頁（二〇一 年） 、四四巻一号一頁（二〇一 年） 、四四巻二号一〇七頁（二〇一四年） 、吉野夏己「民事名誉毀損訴訟における『公的人物』と『法人』 」岡山大学法学会雑誌六一巻三号三六一 二 など参照。
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松井・前掲注 （
１） 四二九頁は、 「日本でも
SL
A
P
P
に対して表現の自由を図る必要性があろう。 ……名誉毀損法を憲法的に再
検討して保護すべき表現に憲法的保護を付与するとともに、このような表現を封じることを意図した
SL
A
P
P
を阻止するため
の手続を早急に導入すべきであろう」と述べられている。
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